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1．はじめに 
近年の気候変動により、毎年のように国内各地で観測

記録を更新する豪雨が堤防決壊による河川氾濫や大規模

な斜面崩壊・土石流などを引き起こしているが、国内他

地域と比較して従来降水量が少なかった北海道において

も頻繁に豪雨が観測され、広域激甚土砂災害の危険性が

高まっている。例えば、平成 28 年 8 月北海道豪雨は、

地盤工学や水工水文学に携わる研究者・技術者が想定し

ていない形態の衝撃的な土砂災害であった。また、札幌

近郊で平成 24、25 年の春に連続発生した大規模土砂災

害は、地球温暖化に起因する融雪期の急速な気温上昇や

大雨が引き起こしたと考えられている。さらに、平成

30 年北海道胆振東部地震では、大規模斜面崩壊や宅地

液状化被害などの特徴的な地盤災害が発生しているが、

地震発生前の降水量が平年より多かったことや地震前日

の台風通過により地下水位が通常よりも高い状態にあっ

たことがその要因として報告されている１）。 
国土交通省が作成した今世紀末の最大雨量の予測では、

北海道の多くの地域では 1.3 倍超の降水量が予想されて

おり、今後北海道のような高緯度地域の方が本州など温

暖地域の多くよりも気候変動の影響を受け易い。その一

方で、北海道は、これまで台風や集中豪雨などの影響が

小さく降雨による土砂災害が国内の温暖地域（多雨地

域）と比較して少なかったことから、雨慣れ（降雨に対

する土砂災害の慣れ）していない地盤が多い。このため、

北海道は、多雨地域と比較して土砂災害の限界雨量が小

さく、同程度の豪雨が発生した場合には土砂災害が生じ

易い。また、被災規模の拡大・深刻化が懸念される。 
本稿では、気候変動災害脆弱地域である北海道におい

て近年発生した上述の 3 つの甚大な地盤災害の事例検討

を通して、気象変動に伴い発災が予想される新たな形態

の複合地盤災害を、北海道の地域性を考慮して体系化す

るとともに、そのリスク評価や防災・減災対策に必要な

視点を明らかにして、今後の学術研究・技術開発の方向

性について検討する。 
 
2．平成２４、２５年融雪期土砂災害 
2.1 被災事例の検証と教訓 
北海道における近年の融雪期の大規模土砂災害事例と

して、国道 230 号中山峠で平成 24、25 年の融雪期に連

続発生した斜面崩壊が挙げられる。国道 230 号中山峠災

害対策検討委員会資料２）によると、平成 24 年 5 月 4 日

に、道路延長約 40m の範囲で盛土法面が崩壊し（崩壊

土砂量：約 13,000m3）、地すべりによる路面変状も観

測されたことから 20 日間の全面通行止めとなった。翌

平成 25 年 4 月 7 日には、前年より札幌側で、道路延長

約 50m に渡り盛土法面が崩壊し（崩壊土砂は約 11,000 
m3），6 日間全面通行止めとなった。災害箇所の最寄り

の気象データ（無意根 TM）をもとに、融雪期（3 月～6 
月）において急激に融雪が起きた日あるいは大雨が降っ

た日の日換算雨量（融雪水量＋日雨量）を算出し、災害

発生過去 10 年間について比較したところ、H24 年被災

時、H25 年被災時がそれぞれ過去 10 年間で 1、2 番目で

あったと報告されている。この結果、大量の融雪水・雨

水の地盤浸透が斜面の不安定化をもたらしたと考えられ

ており、融雪期の道路斜面の維持管理、防災・減災対策

にあたっては融雪水の影響を考慮する必要性が広く認識

されることになった。しかし、北海道土砂災害警戒情報

システムの対象区域は、主に「土砂災害が発生した場合

に住民の生命または身体に危害が生ずる恐れがあると認

められる区域（住居地域）」であり、避難行動の必要の

ない民家のない山間部・山沿いなど山地は、その対象地

域から外れていることが多い。また、対象としている土

砂災害は、豪雨に起因する土石流、急傾斜地の崩壊、地

すべりであるが、土壌雨量指数（SWI）の算出に用いら

れるタンクモデルは全国一律であり、積雪寒冷地で発生

する融雪期の斜面崩壊など土砂災害の地域性を考慮した

ものではない。このため、山地を含む北海道全域で当該

システムを年間通して活用するには、その適用性を充分

検証する必要がある。 
 
2.2 今後の被災リスクの事例研究 
一般に、土砂災害の発生を予見するために、土壌雨量

指数・凍結指数等のマクロ指標が広域災害リスクを簡易

に判定する拠り所として現在広く用いられている。しか

し、異常気象や気候変動により融雪期の豪雨・急激な地

温上昇などの外力が過去の観測範囲を超えて増大し、湿

潤や融雪など複数の要因がもたらす複合的な地盤災害リ

スクを広域で予測する場合、統計的手法による土砂災害

発生危険度基準線（CL：Critical Line）の設定は観測事

例が無いことから難しく、従来の経験的なリスク評価手

法に頼るのみでは十分対応できない。この問題の解決の

ために、予測される気候変動下での地盤の脆弱化や斜面

崩壊等の数値シミュレーションを行い、その結果に基づ

き、土砂災害発生危険度基準線を設定し、融雪量・降雨

量を考慮した積雪寒冷地の土砂災害発生危険度評価手法

を構築することが検討されている３）。例えば、図－1 は、

平成 25 年の融雪期に中山峠で発生した斜面崩壊事例に

ついて、北海道土砂災害警戒情報システムの CL と前述

の方法３）により求まる新しい CL、および土壌雨量指数

（SWI）と 60 分間積算雨量によるスネークライン

（SL）を融雪量考慮の有無それぞれの場合について描
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画したものである。地形・地質・降水条件に応じて CL
を設定し融雪を考慮して SL を算出した場合、北海道土

砂災害警戒情報システムの予測対象外の山地の融雪期斜

面崩壊を精確に予測可能となった。この方法によれば、

気候変動に伴って降雨形態の変化や平均気温の上昇など

外力が過去の観測範囲を超えて増大する場合でも、数値

解析的観点から被災履歴の少ない潜在的な土砂災害のリ

スク評価の実施や、降雨指標や凍結指標など広域的な評

価指標の地域性を考慮した設定が可能となる。一例とし

て、力学的ダウンスケーリング手法に基づき札幌近郊の

70 年後の気象条件を予測し、この土砂災害リスク評価

手法を用いて気候変動が積雪寒冷地斜面の安定性に及ぼ

す影響を定量的に評価した結果を図－2 に示す。気候変

動の影響を受け札幌近郊の年間の土砂災害リスクは今後

増大が予想される結果となったが、同手法は、北海道の

ような気候変動災害脆弱地域に対して近未来の地盤防

災・減災対策を考える上で有効な手法であるといえる。 
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図－1 国道 230 号中山峠の斜面崩壊安定性評価例 

 
図－2 近未来の中山峠の斜面崩壊安定性評価例 

 
3．平成２８年８月北海道豪雨災害 
3.1 被災事例の検証と教訓 
平成 28 年 8 月 17 日から 8 月 23 日の 1 週間に、過去

に例を見ないほど複数の台風（7 号、11 号、9 号の 3
個）が続々と北海道に上陸し、北海道東部を中心に降っ

た異常な量の雨により河川の氾濫や土砂災害が発生した。

また、8 月 29 日からの前線と台風 10 号の接近による大

雨で十勝川水系や石狩川水系・空知川上流で堤防の決壊

や河川の氾濫、日高山脈東側での道路や橋梁の流失など

が相次ぎ、甚大な災害をもたらした。（公社）地盤工学

会「平成 28 年 8 月北海道豪雨による地盤災害調査団」

の最終報告書４）では、北海道の地域性を考慮した今後

の地盤工学研究や地盤防災行政を考える上で重要な技術

的検討項目として、①雨慣れ・気象慣れしていない地盤

の扱い、②従来の想定を超える豪雨対策の検討、③従来

と異なる問題土・崩壊形態の顕在化の可能性、④豪雨時

に地盤内に浸透しない表面流の扱い、⑤河道の蛇行・流

路変動による土構造物の被害、の 5 点が挙げられている。

また、それを踏まえた防災・減災対策の実現に向け今

後検討すべき課題として、①従来の想定を超える豪雨に

対する潜在的な地盤災害リスクへの対処、②豪雨時に地

盤内に浸透しない表流水の対処法の構築、③河川の蛇

行・流路変動を想定した土構造物の防災・減災対策の検

討、④災害の地域性（特殊土地盤、雨慣れしていない地

盤）を考慮した発災評価指標の提案、を提起している。 
 
3.2 今後の被災リスクの事例研究 
平成 28 年 8 月北海道豪雨では、直前の 3 つの台風に

より高い含水状態であった地盤に浸透できなかった大量

の表流水が斜面崩壊などの地盤災害を誘発した可能性が

指摘されている。図－3 は、平成 28 年北海道豪雨で多

数の斜面崩壊により甚大な被害を受けた国道 274 号日勝

峠について、北海道土砂災害警戒情報システムの CL と

SL の関係を示したものである。図中の SL は土砂災害

警戒情報の発表基準に相当する CL を大きく超過してお

り、土砂災害の発生を捉えている。これは、気象庁の早

期土砂災害警戒システムは、同時多発的に発生する比較

的大規模な斜面崩壊（がけ崩れ、法面崩壊、土砂崩れ）

をその対象としているためであろう。しかし、この評価

手法では、対象領域（5km 四方メッシュ）内のどの位

置で斜面崩壊が発生するかを予測することはできない。

したがって、道路・鉄道沿線における警戒対象斜面個々

の崩壊予測のような局所的な土砂災害リスク評価を精度

よく実施するには、評価手法を使い分ける必要がある。 
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図－3 国道 274 号日勝峠の斜面崩壊安定性評価例 
 

一般に表面流出は降雨強度が地盤の浸透能を上回る際
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に発生するが、発生した地表流の沢部など集水地形への

集中が、地表流量を増加させ表面侵食や流路の拡大をも

たらし、その結果として土石流や表面侵食型の盛土法面

崩壊を引き起こすと考えられる。したがって、地盤の浸

透能以上の降雨強度が想定される場合には、降雨時の浸

透流に加え地表流を考慮して地盤・土構造物の広域リス

ク評価を検討する必要がある。例えば、図－4 は、地

理・地形、地質・地盤、道路や鉄道の付帯構造物などの

各種情報を入力し、降雨の浸透・流出に伴う広域斜面崩

壊予測を数値シミュレーションで実施した例５）である。

北海道豪雨で観測された地表流と浸透流を地表面での流

出・浸透を考慮して連成したことで、日勝峠で発生した

大規模斜面崩壊が再現可能となった。この方法によれば、

設計降水量では対応できない確率降雨に伴う表流水の発

生に対して、土砂災害危険箇所を抽出するとともに、地

表流の流出経路となる交通基盤施設の設計・維持管理方

法を再構築することが可能になり、今後北海道で増加が

予想される集中豪雨時の広域土砂災害リスク評価に有用

な手法であるといえる。 
 

 

図－4 降雨浸透・流出に因る斜面崩壊ハザードマップ 
 
4．平成３０年北海道胆振東部地震災害 
4.1 被災事例の検証と教訓 
平成 30 年 9 月 6 日午前 3 時 7 分に北海道胆振地方中

東部を震源として発生した、「平成 30 年北海道胆振東

部地震」は、道内では過去例を見ないほどの強震動であ

り、最大震度は、震度階級で最も高い震度 7 を北海道で

初めて観測した。この強震動により、火山灰質土を用い

て切土・盛土により宅地造成された札幌市清田区の谷埋

め盛土の液状化被害や厚真町で観測されたせん断帯での

連鎖的な粒子破砕により生じる長距離土砂流動を伴う火

山灰質土斜面の広範囲・大規模斜面崩壊など、甚大な被

害がもたらされた。（公社）地盤工学会「平成 30 年北

海道胆振東部地震による地盤災害調査団」の最終報告書
１）では、北海道の地域性を考慮した今後の地盤工学研

究や地盤防災行政を考える上で重要な技術的検討項目と

して、液状化被害については①地盤の震動特性の影響、

②谷埋め盛土の液状化危険度の検討、③宅地造成地の地

形要因の影響、④宅地造成・住宅建設方法の検討、⑤複

合的要因の影響度の検討の 5 点が、斜面被害については

①想定外の地震動への対応方法の検討、②火山灰質土の

破砕性・風化劣化の影響、③被害状況のバラツキの要因

究明、④異形態斜面崩壊の近接発生の要因究明の 4 点が

挙げられている。また、それを踏まえた防災・減災対

策の実現に向け今後検討すべき課題として、①「過去

の経験」で対応不能な潜在的な地盤災害リスクへの対処、

②火山灰質土の特殊性を考慮した防災・減災対策の構築、

③ライフサイクルを考慮した土構造物の設計・維持管理

の提案、④想定外の広域・大規模災害の復旧・復興対策

の検討、を提起している。 
 
4.2 今後の被災リスクの事例研究 
平成 30 年北海道胆振東部地震による地盤災害のうち、

特に火山灰質土を用いて切土・盛土により宅地造成され

た谷埋め盛土の液状化問題（札幌市）と、せん断帯での

連鎖的な粒子破砕により生じる長距離土砂流動（すべり

面液状化）を伴う火山灰質土斜面の崩壊現象（厚真町）

については、北海道に広く分布する特殊土の問題である

ことから、地域性を有する地盤災害として社会全体で危

機感を共有し、防災・減災対策への取り組みを促進して

いくことが望ましい。この二つの特徴的な地盤災害（宅

地液状化被害、大規模斜面崩壊）に共通する発生要因と

して挙げられるのは、構成地盤が火山灰質土であること

に加え、地震発生前の地下水位あるいは地盤の含水状態

である。例えば、地震前日の台風 21 号通過により札幌

市内で 35mm、厚真町で 12mm の日雨量が観測されてお

り、地下水位が通常よりも高い状態にあった可能性もあ

る。また、厚真町の地震発生前の降水量は平年の約 1.6 
倍と多く、地盤が例年よりも高含水状態にあったと推定

される。さらに、時間経過に伴う排水施設の設計能力以

上の雨水の流入あるいは排水管の目詰まり等による排水

機能の低下が地下水位の上昇を引き起こすことも考えら

れる。そこで、ここでは、気候変動が地下水位変化に及

ぼす影響について検討する。図－5 に、気象庁の観測デ

ータをもとに札幌の過去 120 年間（1900〜2020 年）の

年平均気温偏差（1981～2010 年の平均値との偏差）、

年降水量偏差、および真冬日の年間日数をそれぞれ示す。

札幌の気象条件は、気候変動（地球温暖化）の影響を受

け、平均気温が 100 年間に 2.46℃上昇し、年降水量が大

雨の回数の増加とともに 2010 年以降急増し、真冬日が

100 年間に 16.8 日減少する傾向にある。即ち、この 100
年間で札幌は平均気温の上昇により年降水量が増え、冬

期が短くなった。その結果として、札幌市内で観測され

る地下水位は、観測局による傾向の違いはあるものの、

図－6 に示すように全体的には上昇傾向にあり、特に

2010 年以降その傾向が強まっているように見受けられ

る。なお、札幌市内の 7 点の地下水位観測局の過去 10
年間（2010〜2019 年）の最高水位上昇量は平均で

0.05m／年と別途報告されている。このような近年の地

下水位上昇が、札幌市内の住宅地で液状化による大規模

な地盤流動や広範囲に渡る再液状化被害の誘因となった
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可能性は否定できない。したがって、今後気候変動に伴

って発災が予想される可能性のある北海道特有の新しい

複合地盤災害形態の体系化や、被災履歴の少ない潜在的

な複合地盤災害の危険性の評価が、近い将来の地盤災害

の防災・減災対策に重要な意味をもつことになる。災害

外力の加速・大規模化あるいは複合化に対するより適切

な気候変動への適応策の構築には、「災害外力が過去の

履歴を超えて増大した結果、どのような問題が顕在化す

るか？」について、災害発生率と地形・地質情報、土質

特性、降雨履歴、地震動予測、凍結融解作用などとの関

係性を整理し、学術的な観点から新しい複合地盤災害の

発災要因・被災形態の顕在化の可能性を加味して考察を

深めるとともに、それを踏まえ地域性を十分に考慮した

災害レジリエンスの強化を図ることが、今後の北海道の

持続的な発展には不可欠であるといえる。 
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図－5 札幌の平均気温、降水量、真冬日の日数の推移 

 
図－6 札幌市内観測局の地下水位計測結果 

 
5．おわりに 
（公社）土木学会北海道支部では、北海道のような気

候変動災害脆弱地域において、過去の降雨や地震履歴、

経年的に変化する地盤の特性を反映できる手法を検討し、

災害リスクの総合的な評価手法を確立することを目的と

して、昨年度より新たに「気候変動脆弱地域における複

合地盤災害リスク評価に関する研究委員会」（委員長：

石川達也 北海道大学教授）を立ち上げ、学際領域を超

え、気象学、水工水文学ならびに地盤工学に関する最新

の情報収集、それらのデータ解析を行いながら、気候変

動に伴い変化する複合地盤災害の潜在的な被災危険度や

気候変動適応策について検討している。今後、本委員会

の研究活動の一環として、本稿で挙げた研究課題につい

て検討するとともに、発災機構の学術的究明と災害の早

期復旧並びに防災・減災技術の向上に向けて、北海道の

地域的な問題として社会全体で危機感を共有し、産官学

が連携して取り組む体制の構築を進める予定である。 
 
謝辞：（公社）地盤工学会地盤災害調査団の調査活動

にあたり、調査団員各位をはじめ、産官学の多くの

方々・機関より御助力を賜りました。特に、国土交通省

北海道開発局・北海道・札幌市・厚真町・（一財）北海

道道路管理技術センター・（株）ドーコンには、発災直

後より被災地への立入許可や資料共有など、特に重要な

御協力を賜りました。ここに記し深甚な謝意を表します。 
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